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静岡県の原子力防災対策
の見直し状況

静岡県危機管理部原子力安全対策課

資 料 １
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１ 福島第一原子力発電所の緊急事態
の状況と課題
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福島第一原子力発電所の事故の状況

写真：朝日新聞社HPから

４号機(78.4万kW)
3/15 6:00 原子炉建

屋で水素爆発
３号機(78.4万kW)

3/14 11:01 原子炉

建屋で水素爆発

２号機(78.4万kW)
3/15 6:00 格納容器

の圧力抑制室付近で
衝撃音（放出量最大）

１号機(46.0万kW)
3/12 15:36 原子炉

建屋で水素爆発
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事故進展と避難等の指示（福島第一）

出典：政府原子力災害対策本部資料

3月11日
14:46 東北地方太平洋沖地震発生（M9.0、三陸沖
沖130km、深さ23.7km）→1,2,3号原子炉自動停止

（4,5,6号機は定期検査中）
15:30頃 津波来襲（浸水高さ海面から14～15m）
15:42 原災法第10条通報（1,2,3号機）
16:36 原災法第15条事象と判断（1,2号機）
19:03 内閣総理大臣「原子力緊急事態宣言」
20:50 福島県災対本部から、2km圏内に避難指示
21:23 内閣総理大臣から、3km圏内に避難指示、10

km圏内に屋内退避指示（以下指示は総理から）
3月12日
5:44 10km圏内に避難指示
15:36 1号機水素爆発
18:25 20km圏内に避難指示

3月14日
11:01 3号機水素爆発

3月15日
6:00 2号機衝撃音、4号機水素爆発
11:00 20～30km圏内に屋内退避指示

3月16日
安定ヨウ素剤服用指示（避難完了のため服用無）

4月22日
0:00 20km圏内を警戒区域に指定
9:44 計画的避難区域と緊急時避難準備区域を設定

その他の地域でも、飲食物
の出荷制限・摂取制限の指
示、特定避難勧奨地点から
の避難が行われている。
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ＥＰＺ（Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ Ｐｌａｎｎｉｎｇ Ｚｏｎｅ）

「原子力施設等の防災対策について」（防災指針）
（原子力安全委員会昭和５５年６月)

現実には起こり得ないような大事故で大量の放射性物質の

量が放出されても、この範囲の外側では屋内退避や避難等の
防護措置が必要ない範囲を設定し、その範囲のめやすを８～
１０ｋｍとする。

なお、過去の重大な事故、例えば我が国の㈱ジェー・シー・オー東海事業所

臨界事故や米国のＴＭＩ原子力発電所事故についての検討も行われている。

防災対策を重点的に充実すべき地域（現行）
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防災対策を重点的に充実すべき地域の考え方

○ プルーム通過時の被ばく避けるための防護措

置（屋内退避、安定ヨウ素剤服用）を実施する

地域

○ 福島第一原子力発電所事故では、その防護

措置の必要がある範囲が概ね50kmに及んだ

可能性があり、これを参考として、今後、国に

おいて具体的な対応を検討する。

設定なし

（新規導入）

プルーム通過時の

被ばく避けるための

防護措置を実施する地域

ＰＰＡ

Plume Protection Planning 
Area 

○ 国際基準に従って、確率的影響を実行可能な

限り回避するため、避難、屋内退避、安定ヨウ

素剤の服用等を準備する区域

○ 区域の範囲のめやすは、半径 概ね30km
※ 区域内での活動や準備内容は実質的には

EPZと変わらない。

EPZとして

発電所から

半径8～10km
緊急時防護措置を

準備する区域

ＵＰＺ

Urgent Protective action 
Planning Zone 

○ 重篤な確定的影響等を回避するため、緊急事

態の区分に基づき、直ちに避難を実施するな

ど、主として放射性物質の放出前に予防的防

護措置（避難等）を準備する区域

○ 区域の範囲のめやすは、半径 概ね5km

予防的防護措置を準備する

区域

ＰＡＺ

Precautionary Action Zone 

見直しの内容（新たな区域等の概要）現行新たな区域等

６
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福島第一の事態の特徴と生じた問題点

事故の規模
が大きく

広範囲に影響

急速な事故進展
と長期化

地震・津波
との同時発災
（複合災害）

・現行EPZ(10km)を大幅に超えた範囲に影響
・避難者の増大（自治体全域の避難も）
・自家用車避難による混乱
・病院、介護施設からの避難で混乱
・安定ヨウ素剤の服用で混乱
・放射線モニタリングの実施・公表が不十分
・スクリーニング、被ばく管理の対象が増大
・オフサイトセンターが機能せず、県庁に移転
・情報伝達、住民広報が不十分 等

・避難等の意思決定・指示において混乱
・SPEEDI等の予測システムが有効に活用できず
・長期間の屋内退避で生活維持に支障
・農畜水産物の出荷制限等の長期化
・住民、自治体への説明不足 等

・国、福島県の計画で複合災害は想定なし
・地震・津波で通信、モニタリング施設が被災
・避難区域での救出救助、捜査活動が困難 等

福島第一原子力発電所の緊急事態の特徴とそれから生じた問題点は以下のとおり

７
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問題点（課題）への対応

これらの問題点を踏まえ、浜岡原子力発電所に対する防災体制を確立するためには、

○防災指針改訂とそれを踏まえた
県・市町地域防災計画の修正

・EPZ（防災対策を重点的に充実すべき範囲）

・避難等の基準（国際基準、指標線量）
・地震・津波との同時発災（複合災害）

○拡大するEPZの範囲での体制構築、
施設・資機材整備

・増加する関係市町、消防本部の協力体制
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ施設、防災資機材の整備
・緊急被ばく医療、ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ、除染の体制
・ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰの移設・代替施設
・関係機関の通信連絡、住民広報

○あらたな計画策定、実施体制構築
・他市町への住民避難
・自家用車による避難
・広範囲での安定ヨウ素剤の服用
・病院、介護施設からの避難
・長期的な避難、屋内退避
・長期で広範囲な農畜水産物の出荷制限

飲食物の摂取制限のための放射能測定

○関係機関の連携、SPPEDI等の

システム運用体制の再構築

・国、県、市町、関係機関の連携
・緊急時迅速放射能予測ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ
（SPEEDI）

・緊急時対策支援ｼｽﾃﾑ（ERSS）
・環境放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ

が必要となります。
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２ 国による原子力防災対策
見直しの動き
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国による原子力防災対策見直しの動向

○原子力安全委員会原子力施設等防災専門部会

防災指針検討ワーキンググループにて検討

（平成23年7月27日の第１回から計１５回の会合）
・平成23年11月1日に「防災対策を重点的に充実すべき地域の考
え方」をとりまとめた

・平成24年3月22日に中間的とりまとめを原子力安全委員会に報
告

○検討を踏まえ、「防災指針」を改訂

○防災指針改訂を踏まえ、防災基本計画、防災業務計画
（関係省庁）の修正

○関係省庁による施設、資機材整備等のための財政措置



11

防災指針検討WGの主な検討内容

○福島第一原発緊急事態を踏まえた見直し
・ 防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲の拡大
・ 避難等防護対策の判断基準・方法の見直し
・ オフサイトセンターの機能のあり方
・ 環境放射線モニタリングの計画、測定、評価
・ 被ばく医療のあり方、除染・改善措置のあり方

○国際的基準（IAEA等)の適用
・ PAZ、UPZの導入
・ EAL（緊急事態の区分決定のための施設における判断基準）、

OIL（環境における計測可能な判断基準）に基づく、

迅速な意思決定手順の構築
⇒規制当局による緊急事態区分の設定、人力を介さない環境放射

線モニタリング体制の整備が必要
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国の原子力防災への取り組み強化（１）

○原子力災害対策特別措置法（原災法）の改正

・ 防災指針（現行：原子力安全委員会決定）の法定化

・ 原子力事業者による防災訓練の強化

・ 原子力災害対策本部の体制・機能の充実

○国の防災体制の充実
・ 原子力規制庁本庁における危機管理体制の充実

・ 地方の防災体制の充実

・ 原子力緊急事態における対応体制の整備
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国の原子力防災への取り組み強化（２）

○国及び地域の防災計画の改定の早期実施

・ 改正原災法施行に向けた「防災基本計画」、「防災指

針」の改定

・ 関係都道府県及び市町村の「地域防災計画」策定支援

○オフサイトセンターの整備等対応力の強化
・ オフサイトセンターの見直し・充実

・ 通信・放射線防護等に係る資機材の整備・充実

・ 実効性の高い防災訓練の計画・実施

・ 改正原災法に基づく事業者の対応に係る環境整備
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地域防災計画策定に係る国の支援

○国の防災基本計画及び防災指針を踏まえ改定

・ 改正原災法に基づく防災指針を踏まえた地域防災計画

の改定（法施行後半年で策定）

○国による支援
・ 地域防災計画策定ガイドラインの公表

・ 避難シミュレーションの支援

・ ＰＡＺ、ＵＰＺの線引きのための拡散シミュレーション

・ ＥＡＬとＯＩＬによる新たな防護対策の周知
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３ 県、市町による原子力防災対策
見直しの検討状況
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市町原子力防災対策研究会での検討（１）
１ 目 的

福島第一原子力発電所事故を踏まえ、国の原子力防災対策の見直しに即し
た市町の地域防災計画（原子力災害対策編）の見直し又は新規策定、その他市
町の原子力防災対策の構築に資するため、住民への情報伝達、避難等の原子
力防災に関する諸課題について、市町と県が関係機関と連携して研究を行う。

２ メンバー(29／35市町）

・浜岡原子力発電所から30km圏の市町の防災担当者

・上記以外の市町で研究会に参加を希望する市町の防災担当者

・県及び県警察本部の関係課等の防災担当者

・浜岡原子力保安検査官事務所

・中部電力

３ 研究テーマ

・住民への情報伝達、関係機関間の情報伝達に関すること

・避難場所、避難手段など避難に関すること

・屋内退避、安定ヨウ素剤服用に関すること

・環境放射線モニタリングに関すること

・その他市町の原子力防災対策に関すること
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市町原子力防災対策研究会での検討（２）
４ 当面のスケジュール

○ 平成23年度に研究する事項

・住民への情報伝達、関係機関間の情報伝達に関すること

・避難場所、避難手段など避難に関すること

○ 平成24年度以降に研究する事項

・避難場所、避難手段など避難に関すること（継続）

・屋内退避、安定ヨウ素剤服用に関すること

・環境放射線モニタリングに関すること

・その他市町の原子力防災対策に関すること

５ 開催実績

平成23年12月20日 防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲 等

平成24年 3月13日 国の原子力防災への取り組み強化 等

平成24年 5月 8日 県地域防災計画の修正内容 等
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浜岡原子力発電所の周辺の状況

浜岡発電所から１０ｋｍ
４市 約８万人

東名高速、第二東名
東海道新幹線 等が
３０ｋｍ圏内を通過

浜岡発電所から２０ｋｍ
６市１町 約２２万人

浜岡発電所から３０ｋｍ
９市２町 約７８万人

浜岡発電所から５ｋｍ
２市 約３万人

18
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浜岡原子力発電所からの距離別市町別人口
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ＰＡＺ、ＵＰＺの設定に関する市町の意向
防災対策を重点的に充実すべき地域についてのアンケート結果 H24.3.13

（ＰＡＺに関する結果）

市町名 ＰＡＺの範囲 範囲設定の理由 ＰＡＺの設定についての意見

御前崎市

発電所から半径5km以内の範囲に全部又は一
部が存する自治区等の区域をあわせたものを
基本とし、半径5km以外の御前崎地区を追加す
る。

半径5kmの範囲で設定すると孤立してしまうため
自治会の一部が区域にかかる場合、現実的に避難となった
場合には、5kmの線できっちり区分けすることはできないの
で対応をどうするかが問題

牧之原市

発電所から半径5km以内の範囲に全部又は一
部が存する自治区等の区域をあわせたものを
基本とし、5km範囲に一部区域が含まれる落居
地区を入れる。

自治会組織の単位で防災活動を展開するため
区域の考え方については、安全側に配慮して、少しでもＰＡＺ
区域内に入れば、自治会単位で区域に入れる。

（ＵＰＺに関する結果）

市町名 ＵＰＺの範囲 範囲設定の理由 ＵＰＺの設定についての意見

御前崎市 市全域とする。 市全域が30km圏内のため

牧之原市 市全域とする。 市全域が30km圏内のため

掛川市 市全域とする。
距離を見ても5kmの範囲（山間部を含む）となり、
また人口から見ても約250人のみがその範囲外と
なっているため

新たに設定変更となることにより、今までの４市からＰＡＺの２
市、ＵＰＺの７市２町になるが、ＥＰＺと比べてどのような対応
の変化が起こりうるか詳しく説明していただきたい。また、ＵＰ
ＺとなってもＥＰＺから対応の悪化がないように旧４市同様の
対応を願いたい。

菊川市 市全域とする。 市全域が対象になるため 避難先の確保はどうしていくのか？

吉田町 市全域とする。 市全域が30km圏内のため
当町の場合30km圏内に全域区域が入るため区分がない
が、市町の行政区域内で範囲が分かれる場合は、各市町の
意向を踏まえ弾力的に定めるべきであると考える。

袋井市 市全域とする。
30㎞の範囲で線引きをすることは、放射能の拡散
を考えると合理的でないため

島田市 市全域とする。
昨年11月の原子力災害時の防護措置に係る人口状況調査
で、20km圏内の調査があったが、20km圏に特化した防護措
置を講ずる可能性はあるか。

磐田市 検討中
放射性物質の拡散範囲が季節、気象条件等によ
り大幅に変わるため、区域の限定は難しいため

焼津市 市全域とする。
市境の字まで、住家がほぼ連続して存しているた
め

藤枝市 市全域とする。
福島第一原発事故や今回のSPEEDIによる浜岡原
発の拡散シミュレーションを見ても、30㎞でライン
は引けないため

森町
森町は７２の集落に別れており、町内の一部が
30km に入るため、集落（字）単位を区域とし、住
居の相当数が含まれる地域を対象とする。
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４ 県地域防災計画（原子力災害
対策編）の改定案
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静岡県地域防災計画の改定案（１）

○修正方針 ⇒ 国の防災基本計画及び防災指針を踏まえ
改定

• 抜本的な改正は、国の防災基本計画、原子力防災指針及び地域防
災計画作成マニュアル等に基づき、実施するべき。

• 今回の修正は、国から防災基本計画、防災指針及び拡散シミュ
レーション結果等が示されていないため、下記の修正内容とする。

（１）福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、より広範囲での情
報伝達・共有に努めるべきであることから、情報連絡系統図に「県
から全市町への連絡ルート」及び「中部電力浜岡原子力発電所から
30km圏内の隣接７市町への連絡ルート」を追加する。

（２）隣接県等との情報伝達等の連携について追記する。（長野県、山
梨県の地域防災計画に、浜岡原子力発電所事故時の情報収集に
ついて追加された。）
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静岡県地域防災計画の改定案（２）
○情報連絡系統図

30km圏内市町（事業者から）、全市町（県から）への原災法10条通

報、地震発生時（警戒宣言発令時）の報告の伝達を追加
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静岡県地域防災計画の改定（３）

○隣県等との情報共有

第９節 住民等への的確な情報伝達活動

【追加】

３ 隣接県等への情報伝達

県は、原子力災害の状況、避難者の状況、及び県
や国、関係市等が講じている施策に関する情報等
を隣接県等と共有するため、情報収集・伝達、職員
の派遣・受入等を必要に応じ、行うものとする。
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５ その他の取り組み
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モニタリングポストの増設
○経緯

昨年11月に原子力安全委員会からUPZの範囲の目安を概ね
30kmとする考えが示されたことに伴い、文部科学省では、全国
の発電所周辺10～30km圏内にモニタリングポストを整備するた

めの予算を確保。県では、文部科学省からの交付金により、本
年度、12箇所にモニタリングポストを設置する予定。

○連続モニタによる監視体制

モニタリングステーション14箇所（発電所周辺10km圏内）：既設

モニタリングポスト８箇所（水準調査用。下田市、熱海市、伊豆市、沼津市、
静岡市、藤枝市、磐田市、浜松市）：静岡市以外は平成23年度整備。平成24
年4月から測定開始。

モニタリングポスト12箇所（発電所周辺10～30km圏内）

⇒ 平成24年度整備予定
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増設予定のモニタリングポストの配置

○ １０～２０km圏内、２０～３０km圏内を１６方位に分割した場合の陸域６方位に

区切った場合の１２のセグメントに１箇所ずつ 計１２箇所に設置
○ １０～３０km圏内に行政区域が入る市町に１箇所以上配置

○ 住民が測定値を確認しやすい場所で、防災拠点ともなる市役所等や学校、
公民館などに設置

既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽﾃｰｼｮﾝ(14基)・ﾎﾟｽﾄ
（静岡1基）

H23整備 水準調査用ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（3基）
（東部・伊豆に4基）

西北西

北西
北東

北北西

北

北北東
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NaI検出器
電離箱検出器電離箱検出器

感雨・雨量計

測定部用局舎
（鉄骨ブレース構造）

キュービクルタイプ
自家発電機

風向風速計

モニタリングポストの設置イメージ


